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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第５期

中間会計期間
第４期

会計期間
自 2025年３月１日
至 2025年８月31日

自 2024年３月１日
至 2025年２月28日

売上高 (千円) 4,657,544 9,825,360

経常利益 (千円) 239,174 980,080

中間(当期)純利益 (千円) 139,702 578,533

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ― ―

資本金 (千円) 30,000 30,000

発行済株式総数 (株) 10,000,000 10,000,000

純資産額 (千円) 3,631,830 3,882,271

総資産額 (千円) 7,982,535 8,380,076

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 13.97 57.85

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) 13.67 ―

１株当たり配当額 (円) ― 39.00

自己資本比率 (％) 45.4 46.3

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) △53,618 643,784

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △164,735 △4,132

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) △530,077 △884,304

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 941,303 1,676,593
 

(注)１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２．当社は当中間会計期間より中間財務諸表を作成しているため、前中間会計期間の主要な経営指標等について

は記載しておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４．当社は2024年９月30日付で普通株式１株につき1,000株の割合で株式分割を行っております。第４期の期首に

当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり中間（当期）純利益を算定しております。

５．第４期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場

であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

 
２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社の事業内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異

動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間会計期間において、有価証券届出書に記載した「事業等のリスク」につき、追加すべき事項が生じておりま

す。以下の見出しに付された項目番号は、有価証券届出書における「事業等のリスク」の項目番号に対応したもので

あり、文中の下線部分が変更箇所です。

なお、文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 
新たに発生した事業等のリスク

㉖代表取締役に関するパワーハラスメント疑惑について（発生可能性：中、影響度：高）

2025年７月11日（金）に週刊文春電子版において、当社代表取締役伊澤正司によるパワーハラスメント、その他

コンプライアンス違反の疑いに関する記事が報道されました（以下「本件報道」という。）。

当社は、本件報道を受け、本件報道に関する事実関係の解明、本件報道が事実であった場合の原因の究明・分

析、再発防止策の提言等を目的とし、当社と利害関係がなく、独立した立場にある外部の専門家で構成される第三

者委員会を設置し、当該委員会からの報告書を受領する予定です。

なお、当社業績への影響については、現在精査中でございますが、当社の信用低下による営業活動への影響等が

ある場合、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 
有価証券届出書より更新があった事業等のリスク

⑨為替に関わるリスク（発生可能性：高、影響度：高）

　当社は製品の多くを海外の生産工場から輸入しているため、決済通貨の急激な為替の変動が発生した場合、当社

の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。為替の変動リスクへの対応として、想定仕入見込額に

基づく先物為替予約取引を実行しており、2025年８月31日現在8,618,955千円の米ドル買建ての為替予約取引の契約

を行っており、１年超に受渡日が到来する契約額は2,808,960千円となっております。為替予約の契約の締結の際に

は、ヘッジすべき通貨、ヘッジ比率や期間など、具体的なヘッジ方針については、財務の安全性に資するかを検討

のうえ実施し、取締役会にて定期的にモニタリングを行っております。

　当社はヘッジ会計を適用しておらず、また、当社の売上原価は各製品の原価額（仕入及び諸掛費用等）で構成さ

れており、仕入の大半はドル建てとなることから、円高進行時には売上総利益はプラスの影響を受ける一方、為替

予約及び外貨建て資産の期末での時価評価によるマイナスの影響を受けます。今後においても為替変動の状況及び

想定仕入見込額を踏まえて新たな為替予約契約を締結していくことで、中長期的な為替変動への影響の平準化に取

り組んでいく予定ではありますが、為替の急激な変動により為替変動への影響を十分に平準化できない場合や期末

の時価評価の影響が大きくなる場合、当社の経営成績に影響が生じる可能性があります。

なお、第４期及び第５期における四半期別の為替差損益を含む主要な財務数値は、次のとおりであります。ま

た、当該数値は、為替の変動による影響を理解するために有用な情報と判断して記載しておりますが、監査法人に

よる監査・レビューを受けた数値ではなく、また、将来の為替の変動による影響が同程度になる保証もありませ

ん。

 
第４期 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

売上高　　（千円） 2,232,735 2,722,555 2,468,813 2,401,255

売上総利益（千円） 506,482 515,845 503,696 508,287

営業利益　（千円） 177,321 166,905 140,534 153,376

為替差損益（千円） 384,432 △ 687,054 577,908 91,762

決算日レート（円）(注) 156.76 144.76 150.71 149.63
 

 
第５期 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

売上高　　（千円） 2,185,717 2,471,827   

売上総利益（千円） 467,000 614,138   

営業利益　（千円） 98,057 187,792   
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為替差損益（千円） △324,265 329,159   

決算日レート（円）(注) 143.79 146.9   
 

(注) 決算日レートについては、各期末日における為替レート（TTM）を記載しております。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、当社は、前中間

会計期間については中間財務諸表を作成していないため、前中間会計期間との比較分析は行っておりません。

(１) 経営成績の状況

当中間会計期間におけるわが国経済は、米国の通商政策等による影響が一部に見られるものの、雇用・所得環境

の改善の効果が続き、緩やかな回復基調で推移しました。一方で、物価上昇の継続が消費者マインドの下振れ等を

通じて個人消費に及ぼす影響などがわが国の景気を下押しするリスクとなっております。

国内のタオル及びタオル製品の小売市場規模は、2021年度は約1,560億円、2022年度は約1,580億円、2023年度は

約1,588億円（注１）であり、今後も市場規模は1,600億円前後で緩やかに推移すると予想しております。また、大

手小売業者の開発するＰＢ商品が拡大傾向にあり、タオル及びタオル製品においても、ＰＢ商品の開発は価格面だ

けではなく、競合他社との差別化など、価格以外の独自性を実現する有効な手段であると考えております。ＥＣ市

場についても、新型コロナウイルス禍を経て、普段使いの商品のまとめ買い需要や実店舗購入よりも高い利便性か

ら拡大しております。

このような状況のもと、当社は営業活動からの商品ニーズ発掘や店舗調査等のマーケット情報収集、産学連携に

よる共同研究、糸の織り方や薬剤の選定・工夫をした新製法の開発、ＥＣサイト内での新製品販売への取組み等、

研究開発や売上拡大に努めてまいりました。さらに、中国経済の懸念や地政学リスクに対応するため、生産拠点の

分散を図っております。具体的には、中国中心の生産から、インドやベトナムでの生産体制の構築を進めておりま

す。

加えて成長戦略の一環として、世界最大級のＥＣサイトである米国のAmazon.comで「Towel Laboratory」の製品

販売を2025年8月に開始し、今後の成長を牽引する重要な柱の一つである「海外市場への進出」を図ってまいりま

す。

この結果、当中間会計期間の売上高は4,657,544千円、営業利益は285,849千円、経常利益は239,174千円、中間純

利益は139,702千円となりました。

なお、当社は、タオル製品等の企画、製造及び販売を主たる事業とする単一セグメントであるため、セグメント

別の記載を省略しております。

（注）１.株式会社矢野経済研究所「繊維白書2025」

 

(２) 財政状態の状況

（資産の部）

当中間会計期間末における資産合計は7,982,535千円となり、前事業年度末と比べて397,540千円減少しました。

これは主に受取手形及び売掛金が535,275千円、子会社株式が152,020千円増加した一方で、現金及び預金が735,290

千円、為替予約（流動資産）が151,978千円減少したことによるものであります。

 
（負債の部）

当中間会計期間末における負債合計は4,350,705千円となり、前事業年度末と比べて147,099千円減少しました。

これは主に未払法人税等が269,559千円減少したことによるものであります。

 
（純資産の部）

当中間会計期間末における純資産合計は3,631,830千円となり、前事業年度末と比べて250,441千円減少しまし

た。これは主に中間純利益139,702千円の計上、利益剰余金の配当390,036千円によるものであります。

(３)キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間末の現金及び現金同等物の残高は941,303千円となり、前事業年度末1,676,593千円から735,290

千円の減少となりました。

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりであります。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）
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営業活動によるキャッシュ・フローは、53,618千円の支出となりました。

これは、主に税引前中間純利益239,174千円、為替予約の減少178,191千円による資金の増加の一方で、売上債

権の増加445,767千円、法人税等の支払額369,031千円による資金の減少によるものであります。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、164,735千円の支出となりました。

これは、主に子会社株式の取得152,020千円の支出による資金の減少によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、530,077千円の支出となりました。

これは、主に配当金の支払額390,036千円、長期借入金の返済による支出115,000千円による資金の減少による

ものであります。

 

(４) 経営方針、経営戦略等

当中間会計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 
(５) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
(６) 研究開発活動

当中間会計期間の研究開発費の総額は17,130千円であります。

なお、当中間会計期間において当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

(１) 共同研究契約

当社は2022年７月19日に国立大学法人福井大学・サステナテック株式会社と「超臨界二酸化炭素を用いる染色整

理技術に関する研究」（以下本契約）の共同研究契約を締結しておりましたが、サステナテック株式会社が2025年

７月19日をもって解散したことに伴い、本契約については国立大学法人福井大学との二者間にて再契約を行い、引

き続き研究に取り組む予定です。

 

EDINET提出書類

伊澤タオル株式会社(E40674)

半期報告書

 5/22



第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末現在
発行数(株)

(2025年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2025年10月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,000,000 10,000,000
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数100株

計 10,000,000 10,000,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　　該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2025年８月31日 ― 10,000,000 ― 30,000 ― 1,219,361
 

 

(5) 【大株主の状況】

  2025年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

伊澤キャピタルパートナーズ合同
会社

大阪府大阪市住吉区長居東二丁目13－12 2,500,000 25.00

ジャフコＳＶ６投資事業有限責任
組合

東京都港区虎ノ門一丁目23－１
ジャフコグループ株式会社内

1,819,800 18.19

ジャフコＳＶ６-Ｓ投資事業有限
責任組合

東京都港区虎ノ門一丁目23－１
ジャフコグループ株式会社内

454,900 4.54

ＢＮＹ　ＧＣＭ　ＣＬＩＥＮＴ　
ＡＣＣＯＵＮＴ　ＪＰＲＤ　Ａ
Ｃ　ＩＳＧ　（ＦＥ－ＡＣ）（常
任代理人　株式会社三菱ＵＦＪ銀
行）

ＰＥＴＥＲＢＯＲＯＵＧＨ　ＣＯＵＲＴ　１
３３　ＦＬＥＥＴ　ＳＴＲＥＥＴ　ＬＯＮＤ
ＯＮ　ＥＣ４Ａ　２ＢＢ　ＵＮＩＴＥＤ　Ｋ
ＩＮＧＤＯＭ
（東京都千代田区丸の内一丁目４－５）

441,300 4.41

ＭＳＩＰ　ＣＬＩＥＮＴ　ＳＥＣ
ＵＲＩＴＩＥＳ
（常任代理人　モルガン・スタン
レーＭＵＦＧ証券株式会社）

２５　Ｃａｂｏｔ　Ｓｑｕａｒｅ，　Ｃａｎ
ａｒｙ　Ｗｈａｒｆ，　Ｌｏｎｄｏｎ　Ｅ１
４　４ＱＡ，　Ｕ．Ｋ．
（東京都千代田区大手町一丁目９－７）

365,200 3.65

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木一丁目６－１ 330,000 3.30

株式会社日本カストディ銀行（信
託口）

東京都中央区晴海一丁目８－12 253,600 2.53

楽天証券株式会社 東京都港区南青山二丁目６－21 179,700 1.79

ＪＰモルガン証券株式会社
東京都千代田区丸の内二丁目７－３
東京ビルディング

127,000 1.27

ＢＲＯＷＮ　ＢＲＯＴＨＥＲＳ　
ＨＡＲＲＩＭＡＮ　（ＬＵＸＥＭ
ＢＯＵＲＧ）　ＳＣＡ　ＣＵＳＴ
ＯＤＩＡＮ　ＦＯＲ　ＳＵＭＩ　
ＴＲＵＳＴ　ＩＮＶＥＳＴＭＥＮ
Ｔ　ＦＵＮＤＳ　（ＬＵＸＥＭＢ
ＯＵＲＧ）　ＪＡＰＡＮ　ＳＭＡ
ＬＬ　ＣＡＰ　ＦＵＮＤ
（常任代理人　株式会社三井住友
銀行）

３３，　ＲＵＥ　ＤＥ　ＧＡＳＰＥＲＩＣ
Ｈ　ＨＥＳＰＥＲＡＮＧＥ　ＬＵＸＥＭＢＯ
ＵＲＧ　Ｌ－５８２６
（東京都千代田区丸の内一丁目１－２）

103,600 1.03

計 － 6,575,100 65.75
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2025年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

9,994,100
99,941 ―

単元未満株式
普通株式

5,900
― ―

発行済株式総数 10,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 99,941 ―
 

 

② 【自己株式等】

該当事項はありません。
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1963年大蔵省令第59号)に基づい

て作成しております。

当社の中間財務諸表は、第一種中間財務諸表であります。

なお、当社は当中間会計期間より中間財務諸表を作成しているため、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー

計算書に係る比較情報を記載しておりません。

 
 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間(2025年３月１日から2025年８月31日

まで)に係る中間財務諸表について、三優監査法人による期中レビューを受けております。

 

３ 中間連結財務諸表について

「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1976年大蔵省令第28号）第95条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集団の財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、中

間連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準　　　　2.6％

売上高基準　　　5.0％

利益基準　　　　4.1％

利益剰余金基準　6.7％

（※会社間項目の消去後の数値により算出しております）
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１ 【中間財務諸表】

(1) 【中間貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2025年２月28日)
当中間会計期間
(2025年８月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,676,593 941,303

  受取手形及び売掛金 1,509,191 2,044,466

  電子記録債権 225,338 135,830

  商品及び製品 419,102 436,467

  為替予約 332,355 180,377

  その他 32,197 27,609

  流動資産合計 4,194,779 3,766,054

 固定資産   

  有形固定資産 719,593 726,458

  無形固定資産   

   のれん 3,325,405 3,224,635

   その他 1,755 1,386

   無形固定資産合計 3,327,160 3,226,021

  投資その他の資産 138,543 264,001

  固定資産合計 4,185,297 4,216,481

 資産合計 8,380,076 7,982,535

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 565,263 584,608

  １年内返済予定の長期借入金 230,000 230,000

  未払法人税等 368,960 99,400

  賞与引当金 15,793 17,862

  その他 252,787 468,832

  流動負債合計 1,432,805 1,400,705

 固定負債   

  長期借入金 3,065,000 2,950,000

  固定負債合計 3,065,000 2,950,000

 負債合計 4,497,805 4,350,705

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 30,000 30,000

  資本剰余金 2,708,556 2,708,556

  利益剰余金 1,143,577 893,242

  株主資本合計 3,882,133 3,631,799

 新株予約権 138 31

 純資産合計 3,882,271 3,631,830

負債純資産合計 8,380,076 7,982,535
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(2) 【中間損益計算書】

          (単位：千円)

          当中間会計期間
(自　2025年３月１日
　至　2025年８月31日)

売上高 4,657,544

売上原価 3,576,405

売上総利益 1,081,138

販売費及び一般管理費 ※1  795,289

営業利益 285,849

営業外収益  

 受取利息 464

 為替差益 4,894

 助成金収入 2,089

 その他 2,340

 営業外収益合計 9,787

営業外費用  

 支払利息 22,051

 上場関連費用 33,040

 その他 1,371

 営業外費用合計 56,463

経常利益 239,174

税引前中間純利益 239,174

法人税等 99,471

中間純利益 139,702
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(3) 【中間キャッシュ・フロー計算書】

          (単位：千円)

          当中間会計期間
(自　2025年３月１日
　至　2025年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

 税引前中間純利益 239,174

 減価償却費 6,415

 のれん償却額 100,769

 賞与引当金の増減額(△は減少) 2,069

 受取利息及び受取配当金 △464

 支払利息 22,051

 上場関連費用 33,040

 資金調達費用 1,000

 為替差損益(△は益) △13,141

 売上債権の増減額(△は増加) △445,767

 棚卸資産の増減額(△は増加) △17,337

 仕入債務の増減額(△は減少) 19,344

 為替予約（資産）の増減額(△は増加) 178,191

 未払金の増減額(△は減少) 117,512

 その他 94,140

 小計 337,000

 利息及び配当金の受取額 464

 利息の支払額 △22,051

 法人税等の支払額 △369,031

 営業活動によるキャッシュ・フロー △53,618

投資活動によるキャッシュ・フロー  

 子会社株式の取得による支出 △152,020

 有形固定資産の取得による支出 △12,715

 投資活動によるキャッシュ・フロー △164,735

財務活動によるキャッシュ・フロー  

 長期借入金の返済による支出 △115,000

 配当金の支払額 △390,036

 上場関連費用の支出 △25,040

 財務活動によるキャッシュ・フロー △530,077

現金及び現金同等物に係る換算差額 13,141

現金及び現金同等物の増減額(△は減少) △735,290

現金及び現金同等物の期首残高 1,676,593

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1  941,303
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【注記事項】

(中間財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

 
当中間会計期間

(自　2025年３月１日 至　2025年８月31日)

税金費用の計算

 
税金費用については、当中間会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じ

て計算しております。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合

理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用しております。
 

 
(中間貸借対照表関係)

　　　　該当事項はありません。

 
(中間損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
当中間会計期間

(自　2025年３月１日
至　2025年８月31日)

役員報酬及び給与手当 218,511千円

賞与引当金繰入額 16,402 〃
 

 

(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであ

ります。

 

 
当中間会計期間

(自 2025年３月１日
至 2025年８月31日)

現金及び預金 941,303千円

預入期間が３か月を超える定期預金 ― 〃

現金及び現金同等物 941,303千円
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(株主資本等関係)

当中間会計期間(自 2025年３月１日 至 2025年８月31日)

１ 配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年５月７日
定時株主総会

普通株式 390,036 39.00 2025年２月28日 2025年５月７日 利益剰余金
 

 
２ 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、タオル製品等の企画、製造及び販売を主たる事業とする単一セグメントであり、記載を省略しておりま

す。

 
(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社は、タオル製品等の企画、製造及び販売を主たる事業とする単一セグメントであり、顧客との契約から生じ

る収益の区分は概ね単一であることから、収益を分解した情報の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

なお、顧客との契約から生じる収益以外の収益はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下の

とおりであります。

 

項目
当中間会計期間

(自 2025年３月１日
至 2025年８月31日)

(1) １株当たり中間純利益 13円97銭

(算定上の基礎)  

 中間純利益(千円) 139,702

 普通株主に帰属しない金額(千円) ―

 普通株式に係る中間純利益(千円) 139,702

 普通株式の期中平均株式数(株) 10,000,000

(2) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益 13円67銭

(算定上の基礎)  

 中間純利益調整額（千円） ―

 普通株式増加数（株） 222,294

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年
度末から重要な変動があったものの概要

―
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2025年10月10日

伊澤タオル株式会社

取締役会　御中

 

三優監査法人
 

東京事務所
 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 山本　公太  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中西　耕一郎  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている伊澤タオル株式

会社の2025年３月１日から2026年２月28日までの第５期事業年度の中間会計期間(2025年３月１日から2025年８月31日ま

で)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算書及び注記につい

て期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠して、伊澤タオル株式会社の2025年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会

計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において

認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人として

のその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間財務

諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間財務諸表

の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告

書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内

容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかど

うかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
 

 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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